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告　　　　　示

宮崎県告示第 567号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（中国残留邦人
等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第
４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

おおた薬局 日南市吾田東５丁目２
番10号 令和元年10月31日

り、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。　　
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 568号
　漁業災害補償法に基づく区域及び区分の指定（平成14年宮崎県告示第 427号）の一部を次のように改正し、公表の日から適用する。
　なお、同日前に責任期間が始まる共済契約については、なお従前の例による。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

加入区
の名称

区　　　域 区　　　　　　　分

北浦加
入区

　［略］ １　小型機船底びき網等漁業（総
　トン数10トン未満の漁船により
　、主として底びき網を使用して
　営む漁業をいう。以下同じ。）
　のうち手操第１種漁業を主とし
　て営む漁業

２～４　［略］
５　小型まき網漁業（総トン数10
　トン未満の漁船により、まき網
　を使用して行う漁業をいう。以
　下同じ。）

加入区
の名称

区　　　域 区　　　　　　　分

北浦加
入区

　［略］ １　小型機船底びき網等漁業（総
　トン数10トン未満の漁船により
　、主として底びき網を使用して
　営む漁業をいう。以下同じ。）
　のうち手操第１種漁業を主とし
　て営む漁業及び小型まき網漁業
　（総トン数10トン未満の漁船に
　より、まき網を使用して行う漁
　業をいう。以下同じ。）
２～４　［略］
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６　［略］
７　小型漁船漁業（総トン数10ト
　ン未満の漁船を使用して営む漁
　業をいう。以下同じ。）であっ
　て１、２及び５に掲げる漁業以
　外のもの

　［略］

５　［略］
６　小型漁船漁業（総トン数10ト
　ン未満の漁船を使用して営む漁
　業をいう。以下同じ。）であっ
　て１及び２に掲げる漁業以外の
　もの

　［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 569号
　養鶏振興法（昭和35年法律第49号）第７条第１項の規定により、
次の者をふ化業者に登録した。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 570号
　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第
57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区
域に指定する。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　八重の平地区
　⑴　区域の表示
　　　次に掲げる土地に存する標柱１号から標柱６号までを順次結
　　んだ線及び標柱１号と標柱６号を結んだ線により囲まれた土地
　　の区域
　⑵　標柱の表示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 571号
　宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）第11
条第５項の規定により、収入証紙売りさばき人から次のとおり変更
の届出があった。
　　令和元年12月５日

登　録
番　号

登 録
年 月 日

登　録　業　者 ふ　化　場

名 称 住 所 名 称 所 在 地

宮崎
１－１
号

令和元年
11月22日

株式会社
児湯食鳥

児湯郡川
南町大字
川南 216
22番地１

株式会社
児湯食鳥
西都工場

西都市大
字清水13
80番地

株式会社
児湯食鳥
北郷工場

日南市北
郷町北河
内字昼野
4353番地

標柱番号 標 柱 の 存 す る 土 地
１ 東臼杵郡諸塚村大字七ツ山字八重ノ平4830番１
２ 　 〃　　 〃　　　〃　　　　〃　　4840番
３ 　 〃　　 〃　　　〃　　　　〃　　4847番
４ 　 〃　　 〃　　　〃　　　　〃　　4805番
５ 　 〃　　 〃　　　〃　　字水口4803番１
６ 　 〃　　 〃　　　〃　　　〃　4799番２

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

変　　更　　前 変　　更　　後 変 更

年 月 日
売りさばき
人の氏名

売りさばき
をする場所

売りさばき
人の氏名

売りさばき
をする場所

西都農業協
同組合

西都市大字
右松2071番
地
西都農業協
同組合本所
内

西都市大字
南方3317－
５
西都農業協
同組合穂北
支所内

西都市大字
都於郡5609
西都農業協
同組合都於
郡支所内

西都市大字
三納3280
西都農業協
同組合三納
支所内

西都市大字
藤田 496
西都農業協
同組合三財
支所内

西都市大字
銀鏡 685
西都農業協
同組合東米
良支所内

児湯郡西米
良村大字村
所96－１

西都農業協
同組合

西都市大字
右松2071番
地
西都農業協
同組合本所
内

児湯郡西米
良村大字村
所96－１
西都農業協
同組合西米
良支所内

令和元年
12月２日
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西都農業協
同組合西米
良支所内

公　　　　　告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　カリーノ宮崎
　　宮崎市橘通東四丁目８番１号
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
　　株式会社カリーノ　代表取締役　馬場英治
　　熊本県熊本市中央区安政町１番２号
３　変更した事項
　　大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住
　所並びに法人にあっては代表者の氏名
　　（変更前）ニューコ・ワン株式会社　代表取締役　村井眞一
　　　　　　　熊本県熊本市東区平山町3006－２
　　　　　　　株式会社ラディッシュ　代表取締役　佐藤龍三郎
　　　　　　　宮崎市橘通東四丁目８番１号
　　　　　　　有限会社ミノリ　代表取締役　道休真二
　　　　　　　宮崎市橘通西二丁目５番28号
　　　　　　　有限会社一平　代表取締役　村岡浩司
　　　　　　　宮崎市松山一丁目８番８号
　　　　　　　山岡博志　
　　　　　　　宮崎市吉村町別府原甲1671番地13
　　　　　　　エフ・マニース株式会社　代表取締役　関根一徳
　　　　　　　神奈川県横浜市神奈川区神大寺一丁目22番10号
　　（変更後）ニューコ・ワン株式会社　代表取締役　塩原礼貴
　　　　　　　熊本県熊本市中央区安政町１番２号
　　　　　　　有限会社ミノリ　代表取締役　道休真平
　　　　　　　宮崎市橘通東四丁目８番１号
　　　　　　　株式会社ミノリジョイ　代表取締役　道休真平
　　　　　　　宮崎市橘通東四丁目８番１号
　　　　　　　エフ・マニース株式会社　代表取締役　関根一徳
　　　　　　　神奈川県横浜市神奈川区二ツ谷町２番地８号
　　　　　　　株式会社ＢＩＬＬＩＯＮ　代表取締役　馬場俊輔
　　　　　　　熊本県熊本市中央区安政町１番２号
　　　　　　　株式会社ラディッシュ　代表取締役　佐藤龍三郎
　　　　　　　宮崎市中央通１番１号
　　　　　　　未定
４　変更の年月日
　　平成27年６月１日
５　変更する理由
　　小売業者の変更のため

６　届出年月日
　　令和元年11月22日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年12月５日から令和２年４月６日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和元年12月５日から令和２年４月６日まで
９　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第２項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　カリーノ宮崎
　　宮崎市橘通東四丁目８番１号
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
　　株式会社カリーノ　代表取締役　馬場英治
　　熊本県熊本市中央区安政町１番２号
３　変更しようとする事項
　⑴　大規模小売店舗内の店舗面積の合計
　　　（変更前）12,356㎡
　　　（変更後） 4,514㎡
　⑵　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
　　　駐車場の位置及び収容台数
　　　（変更前）建物敷地北東側駐車場　　 186台（駐車場№１）
　　　　　　　　建物敷地北側立体駐車場　 165台（駐車場№２）
　　　　　　　　合計　　　　　　　　　　 351台
　　　（変更後）建物敷地北東側駐車場　　 205台
　⑶　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
　　　駐車場の自動車の出入口の数及び位置
　　　（変更前）１箇所　建物敷地北東側駐車場東側（駐車場№１
　　　　　　　　）
　　　　　　　　２箇所　建物敷地北側立体駐車場東側及び西側（
　　　　　　　　駐車場№２）
　　　（変更後）１箇所　建物敷地北東側駐車場東側
４　変更の年月日



宮　崎　県　公　報令和 元 年 12 月 ５ 日（木曜日）　第 62 号

─ 4 ─

　　令和２年７月23日
５　変更する理由
　　建物敷地北側立体駐車場を併設施設（オフィス）専用駐車場と
　するため
６　届出年月日
　　令和元年11月22日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和元年12月５日から令和２年４月６日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和元年12月５日から令和２年４月６日まで
９　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第18条第17項の規定により
、俵野土地改良区（延岡市）の役員の就任及び退任について次のと
おり届出があった。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　就任した役員

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第68条第４項において準用
する同法第18条第17項の規定により、尾八重野土地改良区（えびの
市）の清算人の退任について次のとおり届出があった。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　退任した清算人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第89条の２第９項の規定に
より、吉野地区２換地区県営土地改良事業（宮崎市、県営耕作放棄
地解消・発生防止基盤整備事業）に係る換地処分をした。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第
14条第１項の規定により、公共測量の実施について、児湯農林振興
局長から次のとおり通知があった。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類
　　公共測量（数値撮影、数値図化）
２　作業地域
　　児湯郡川南町大字川南
３　作業期間
　　令和元年11月18日から令和２年１月23日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 児　玉　優　一 延岡市北川町長井6438番地34

理 事 横　山　和　美 延岡市北川町長井6637番地

理 事 白　坂　竜　馬 延岡市北川町長井6615番地

理 事 横　山　龍　児 延岡市北川町長井7016番地１

理　　事 岡　田　生　子 延岡市北川町長井7318番地27

監　　事 児　玉　繁　良 延岡市北川町長井6726番地１

監　　事 児　玉　剛　誠 延岡市北川町長井6727番地

　（任期：令和３年５月23日まで）　
２　退任した役員

役　　名 氏　　名 住　　　　　所

理 事 夏　田　滋　次 延岡市北川町長井7010番地

理 事 横　山　竜　二 延岡市北川町長井6438番地33

理 事 白　坂　竜　馬 延岡市北川町長井6615番地

理 事 横　山　盛　晶 延岡市北川町長井6643番地

理 事 佐　藤　厚　生 延岡市北川町長井7417番地

監　　事 児　玉　繁　良 延岡市北川町長井6726番地１

監　　事 児　玉　剛　誠 延岡市北川町長井6727番地

氏　　名 住　　　　　所

野　口　英　二 えびの市大字東長江浦 888

南　濱　勝　則 えびの市大字東長江浦1652－ 139

本　田　英　俊 えびの市大字東長江浦1676－ 797

山　田　尚　幸 えびの市大字東長江浦1676－ 374

松　形　哲　至 えびの市大字東長江浦1676－ 790

奧　松　文　雄 えびの市大字東長江浦1652－24
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　都市計画法（昭和43年法律第 100号）第16条第１項及び都市計画
法施行細則（昭和45年宮崎県規則第63号）第３条第１項の規定に準
じて、宮崎広域都市計画の変更の案について次のとおり公聴会を開
催する。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　開催の日時及び場所
　⑴　日時
　　　令和元年12月23日午前９時
　⑵　場所
　　　宮崎県庁附属棟３階 303号室　宮崎市橘通東２丁目10番１号
２　都市計画の変更の案の概要
　　宮崎広域都市計画区域に係る都市計画法第７条第１項に規定す
　る市街化区域及び市街化調整区域の区分の変更
３　意見公述の申出期間
　　作成しようとする都市計画の変更の案の都市計画区域に係る市
　町の住民及び当該区域内にある土地又はその土地に定着する物件
　の所有者その他当該土地に関し利害を有する者は、令和元年12月
　５日から令和元年12月18日までに公述の申出を宮崎県知事に対し
　て行うことができる。
４　その他
　⑴　都市計画の変更の案の縦覧場所
　　　宮崎県県土整備部都市計画課、宮崎県宮崎土木事務所及び宮
　　崎県高岡土木事務所並びに宮崎市都市整備部都市計画課、宮崎
　　市佐土原総合支所農林建設課、宮崎市田野総合支所農林建設課
　　、宮崎市高岡総合支所農林建設課、宮崎市清武総合支所農林建
　　設課及び国富町都市建設課　
　⑵　都市計画の変更の案の縦覧期間
　　　令和元年12月５日から令和元年12月18日まで
　⑶　公聴会の中止
　　　意見公述の申出がなかった場合は、公聴会を中止する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　建築士法（昭和25年法律第 202号）第13条の規定により実施した
令和元年二級建築士試験の合格者の合格番号及び受験番号は、次の
とおりである。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　二級建築士（合格者21名）

合格番号 受験番号

R01−１ ８Ｆ−10048R

R01−２ ８Ｆ−10101M

R01−３ ８Ｆ−10205L

R01−４ ８Ｆ−10233L

R01−５ ８Ｆ−10247L

R01−６ ８Ｆ−10248M

R01−７ ８Ｆ−10266Y

R01−８ ８Ｆ−10347N

R01−９ ８Ｆ−10575K

R01−10 ８Ｆ−10647M

R01−11 ８Ｆ−10661M

R01−12 ８Ｆ−10675M

R01−13 ８Ｆ−10702L

R01−14 ８Ｆ−10728Y

R01−15 ８Ｆ−20001P

R01−16 ８Ｆ−20008P

R01−17 ８Ｆ−20045Y

R01−18 ８Ｆ−20188M

R01−19 ８Ｆ−20342M

R01−20 ８Ｆ−20353Y

R01−21 ８Ｆ−20408R

公安委員会規則

　宮崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和元年12月５日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　藤　田　紀　子
宮崎県公安委員会規則第５号
　　　宮崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則
　宮崎県道路交通法施行細則（昭和35年宮崎県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。
　別記様式第40号を次のように改める。
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　別記様式第41号を次のように改める。
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　別記様式第42号を次のように改める。
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　別記様式第43号を次のように改める。
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　別記様式第44号を次のように改める。
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　別記様式第45号を次のように改める。
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　別記様式第46号を次のように改める。
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　　　附　則
　この規則は、令和元年12月14日から施行する。

　令和元年９月24日付け県公報（第41号）別冊中

正　　　　　誤

ページ 行 誤 正

６ 表中 佐土原町東上那珂字
堂ケ迫 16079番４

佐土原町東上那珂字
堂ケ迫 16079番41
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